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１．令和５年度　宜野湾市下水道事業会計予算





議案第18号

　（総則）
第１条　令和５年度宜野湾市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。　

　（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
（１）排水世帯数 世帯

（２）年間総排水量 　 ㎥

（３）一日平均排水量 　 ㎥

（４）主要な建設改良工事 千円

　（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。　　　
　　収　入 　支　出
　第１款　下水道事業収益　 千円 第１款　下水道事業費用 千円
　　第１項　営業収益 千円 　第１項　営業費用 千円
　　第２項　営業外収益 千円 　第２項　営業外費用 千円
    第３項　特別利益 千円 　第３項　特別損失 千円

　第４項　予備費 千円

　（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額403,403千円は、減債積立金

　200,000千円、過年度分損益勘定留保資金95,085千円、当年度分損益勘定留保資金57,840千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

　調整額50,478千円で補てんするものとする。）

　　収　入 　支　出
　第１款　資本的収入 千円 第１款　資本的支出 千円
　　第１項　企業債 千円 　第１項　建設改良費 千円
　　第２項　補助金 千円 　第２項　企業債償還金 千円
　　第３項　負担金及び分担金 千円

　　　令和５年度　宜野湾市下水道事業会計予算

38,620
9,847,475

26,906
632,834

1,874,535 1,819,376
1,105,627 1,739,029

768,746 71,847
162 500

8,000

1,070,275 1,473,678
511,800 1,130,552
525,426 343,126
33,049
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　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　

千円

千円

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限度額

事　　　　　　項 期　　　　　間 限　 度　 額

宜野湾市上下水道事業包括業務委託（下水道事業）
（電気料金改定に伴う変更契約分）

12,429

（単位：千円）

起 債 の 目 的 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

令和５年度から令和７年度まで

宜野湾中継ポンプ場改築・ポンプ増設工事委託料 令和５年度から令和６年度まで 334,000

下 水 道 事 業 債 350,200

（借入の方法）
証書借入又は証券発行によ
る。
発行価格が額面金額を下回
るときは、その発行差額を
うめるため必要な金額をこ
れに加算した金額とするこ
とができる。

（借入時期）
令和５年度。ただし、事業
その他の都合により、その
一部又は全部を翌年度に繰
り延べて起債することがで
きる。

年６％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる政
府資金及び地方公共団体金
融機構資金について、利率
の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利
率）

償還期間は、据置期間を含め40年以内
とする。
償還方法は、元利均等、元金均等によ
る。
ただし、財政の都合により、据置期間
中であっても繰上償還し、償還年限を
変更し、又は借り換えることができ
る。

流 域 下 水 道 事 業
建 設 負 担 金 債

161,600

計 511,800
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　（一時借入金）
第７条　一時借入金の限度額は、406,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）営業費用、営業外費用及び特別損失との間。
（２）建設改良費及び企業債償還金との間。

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費）
第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用
　する場合は、議会の議決を経なければならない。
（１）職員給与費 110,182 千円

　　令和５年２月28日提出

宜野湾市長　松川　正則 
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２．予算に関する説明書



 

収益的収入 （単位：千円）

予定額

1 下 水 道 事 業 収 益 1,874,535

1 営 業 収 益 1,105,627

1 下 水 道 使 用 料 970,226 下水道使用料の収入

2 雨 水 処 理 負 担 金 135,110 雨水処理に要する経費に対する一般会計負担金

3 そ の 他 営 業 収 益 291 督促手数料、指定工事店登録手数料

2 営 業 外 収 益 768,746

1 受取利息及び配当金 1 預金利息

2 他 会 計 負 担 金 57,434 地方公営企業繰出基準に基づく一般会計負担金

3 補 助 金 30,136
公共下水道接続促進事業補助金、事業計画変更
業務等

4
消費税及び地方消費税
還 付 金

38,470 消費税及び地方消費税還付金

5 長 期 前 受 金 戻 入 642,679 補助金等による減価償却費見合分戻入

6 雑 収 益 26 延滞金等

3 特 別 利 益 162

1 過 年 度 損 益 修 正 益 1

2 そ の 他 特 別 利 益 161 貸倒引当金戻入

備　　考

令和５年度　宜野湾市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

項款 目
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収益的支出 （単位：千円）

予定額

1 下 水 道 事 業 費 用 1,819,376

1 営 業 費 用 1,739,029

1 汚 水 管 渠 費 132,390 汚水管渠施設の維持補修に関連する費用

2 雨 水 管 渠 費 63,281 雨水管渠施設の維持補修に関連する費用

3 ポ ン プ 場 費 54,805 ポンプ場施設の維持補修に関連する費用

4 普 及 指 導 費 25,390
水洗便所及び排水設備の普及促進及び指導等に
関連する費用

5 業 務 費 53,921 使用料の調定、収納に関連する費用

6 総 係 費 53,630 事業活動全般に関連する費用

7 減 価 償 却 費 813,995 固定資産等の減価償却費

8 資 産 減 耗 費 5 固定資産の除却費

9
流域下水道維持管理
負 担 金

541,612 流域下水道事業に対する負担金

2 営 業 外 費 用 71,847

1
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

71,845 企業債利息、一時借入金利息

2 消費税及び地方消費税 1

3 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 500

1 過 年 度 損 益 修 正 損 500 漏水等使用料減免等

4 予 備 費 8,000

1 予 備 費 8,000

款 項 目 備　　考
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資本的収入 （単位：千円）

予定額

1 資 本 的 収 入 1,070,275

1 企 業 債 511,800

2 補 助 金 525,426

1 国 庫 補 助 金 228,564 雨水管渠整備等に係る補助金

2 県 補 助 金 296,862 汚水管渠整備等に係る補助金

3 負担金及び分担金 33,049

1 他 会 計 負 担 金 33,049 地方公営企業繰出基準に基づく一般会計負担金

資本的支出 （単位：千円）

予定額

1 資 本 的 支 出 1,473,678

1 建 設 改 良 費 1,130,552

1 汚 水 管 渠 築 造 費 397,233 汚水施設工事に要する経費

2 雨 水 管 渠 築 造 費 422,820 雨水施設工事に要する経費

3 ポ ン プ 場 築 造 費 144,861 ポンプ場施設工事に要する経費

4 流域下水道建設負担金 162,495 　流域下水道事業に対する負担金

5 営 業 設 備 費 3,143 汚水ポンプ購入費

2 企 業 債 償 還 金 343,126

1 企 業 債 償 還 金 343,126 企業債の元金年割償還金

1 企 業 債 511,800

備　　考

項

目

備　　考

資本的収入及び支出

項

目

建設改良費等の財源に充てるための企業債

款

款
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１　総括 （単位：千円）

7（  2） 4,517 30,632 29,328 64,477 10,473 74,950

      5 17,366 11,714 29,080 6,152 35,232

12（  2） 4,517 47,998 41,042 93,557 16,625 110,182

7（  2） 4,422 29,184 24,555 58,161 9,931 68,092

      5 16,486 12,789 29,275 5,849 35,124

12（  2） 4,422 45,670 37,344 87,436 15,780 103,216

95 1,448 4,773 6,316 542 6,858

880 △ 1,075 △ 195 303 108

95 2,328 3,698 6,121 845 6,966

※（　）内は、短時間勤務職員数

（単位：千円）

20,960 1,160 2,971 3,475 869 3,337 482 2,641 5,147

19,264 1,160 3,049 1,854 831 3,337 482 3,031 4,336

1,696 △ 78 1,621 38 △ 390 811

給 与 費 明 細 書

一般職
(人)

合　　計

損益勘定支弁職員

前年度

比　較

区　　　分

手
当
の
内
訳

本年度

資本勘定支弁職員

合　　計

時間外手当 通勤手当

本
年
度

前
年
度

比
　
較

小　計

児童手当

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

報　酬 給　料

区　分

特別職
(人)

退職給付費

法定福利費 合　計

期末勤勉手当 扶養手当 住居手当 管理職手当

損益勘定支弁職員

職 員 数

手　当

特殊勤務手当

給　　　　　与　　　　　費
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

7 30,632 28,348 58,980 9,465 68,445

5 17,366 11,714 29,080 6,152 35,232

12 47,998 40,062 88,060 15,617 103,677

7 29,184 23,998 53,182 8,944 62,126

5 16,486 12,789 29,275 5,849 35,124

12 45,670 36,787 82,457 14,793 97,250

1,448 4,350 5,798 521 6,319

880 △ 1,075 △ 195 303 108

2,328 3,275 5,603 824 6,427

※（　）内は、短時間勤務職員数

（単位：千円）

19,980 1,160 2,971 3,475 869 3,337 482 2,641 5,147

18,707 1,160 3,049 1,854 831 3,337 482 3,031 4,336

1,273 △ 78 1,621 38 △ 390 811

区　　　分

職 員 数

法定福利費特別職
(人)

一般職
(人)

報　酬 給　料 手　当 小　計

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

手
当
の
内
訳

区　分 期末勤勉手当

前年度

比　較

通勤手当 住居手当

本年度

時間外手当 管理職手当

合　計

特殊勤務手当

給　　　　　与　　　　　費

児童手当 退職給付費扶養手当
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イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（  2） 4,517 980 5,497 1,008 6,505

（  2） 4,517 980 5,497 1,008 6,505

（  2） 4,422 557 4,979 987 5,966

（  2） 4,422 557 4,979 987 5,966

95 423 518 21 539

95 423 518 21 539

※（　）内は、短時間勤務職員数

（単位：千円）

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

本
年
度

合　計

給　　　　　与　　　　　費

法定福利費

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

報　酬 給　料
一般職
(人)

手　当 小　計
区　　　分

職 員 数

特別職
(人)

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

期末手当

980

557

423
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２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

備　考

185,200 －大　学　卒

154,600

（単位：円）

151,900

一般会計の制度

　⑵　初任給

現　業　職

高　校　卒 154,600

平 均 年 齢  (歳)

一般行政職

151,900

－185,200

区　　　分

37歳 7月

平 均 給 与 月 額

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

282,708

308,525

39歳 1月

現　業　職
一般行政職

現　業　職

（単位：円）

平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢  (歳)

人事異動等による増

増減事由別内訳

959

退職給付費の増及び人事異動等による増

３　給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

3,286

区　　分

給　　料

増 減 額

181

手　　当 3,698
 制度改正に伴う増減分

説　　　　明

改定率 0.44%

昇給率 3.38％

296,650

 給与改定に伴う増減分

 その他の増減分

区　　　　　　　　　　　　　分

1,188 昇給に伴う増加分

平 均 給 料 月 額

一般行政職

2,328

 その他の増減分

324,200

412 期末手当支給率変更等による増
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担当主査

50.0

25.0

令和５年１月１日現在

7 級

1 級

12

　(級別の標準的な職務内容)

係　　長

5 級

25.0

3 級 4 級

次　　長係　　長 課　　長

主　　査

3 級

計100.0

5 級

3 級

級

7 級 7 級

区      分

12

1 級

2 級

3 級 5 41.7

主任主事

5 級

100.0

3

4 級

1

計

6 級

33.4

5 級

6 級

8.3

4

2 級8.3

6

1 級

1

　⑶　級別職員数

級
備　考

現　業　職

2 級

3 級

職員数(人)

1 級

4 級

一般行政職

構成比(%)職員数(人)
区　　　　分

構成比(%)

令和４年１月１日現在

1 級

7 級

計

主　　事
一般行政職 主　　事 担当主査

2 級

主 事 補

6 級

部　　長

3

7 級

2 級

4 級

5 級 8.31

4 級

6 級6 級

計
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一般行政職

　⑸　特殊勤務手当

3号給

(％)

9,667

 

9,667

　支給対象職員の比率(%)　(令和５年４月１日現在) 83.3

(人)

2号給

職 員 数

(人)

(人)

2号給

　支給対象職員１人当たり平均支給月額（円）

(人)

(Ｂ)／(Ａ)

1号給

(％)

(人)

 

職 員 数

(人)

(人)

12

12

一般行政職

本
 
年
 
度

　⑷　昇給

比 率

現　業　職

号 給 数 別 内 訳

1

(人)

(Ｂ)

(人)

区　　　　　　　　　　　分

11

3号給

114号給

(Ｂ)

6号給

(人)

(Ａ)

12

12

100.0 100.0

1

 

全　職　種

号 給 数 別 内 訳

83.3

区　　　　　　　　　　分

　給料総額に対する比率（%）

　代表的な特殊勤務手当の名称

 

(Ａ)

12

(人)

4号給 12

12

12昇 給 に 係 る 職 員 数

12

(人)

(Ｂ)／(Ａ)

(人)

100.0

合　　　計

1号給

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 率

前
 
年
 
度

6号給 (人)

12

現　業　職

100.0

2.417 2.417

現場手当・暴風時手当
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2.225

同　じ

一般会計の制度

扶  養  手  当

33.27075 無47.709 47.709

区　      分

一般会計の制度

差 異 の 内 容

2.200

前　 年　 度
2.225

有

退職時特別昇給

有

4.450

備　　考

職制上の段階、職務の

無

同　じ

住  居  手  当

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

47.709

通  勤  手  当 同　じ

　⑻　その他の手当

区　　　　　分

本 　年　 度

その他の加算
措置等

33.27075 47.709支　給　率　等 24.586875

24.586875

4.4002.200

35年勤続の者
（月分）

　⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

2.200

12月(月分)

　⑹　期末手当・勤勉手当

備　　考

2.200

最 高 限 度
（月分）

定年前早期退職
（2%～20%加算）

定年前早期退職
（2%～20%加算）

一般会計の制度との異同

支 給 期 別 支 給 率

6月(月分)
区　　　  分

3月(月分)

4.400

等級による　加算措置

支給率計
(月分)

有
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金 額 金 額 国県支出金 企 業 債 そ の 他

（令和２年度）

（令和４年度）

（令和５年度）

宜野湾市上下水道事業包括業務
委託（下水道事業）（電気料金改定
に伴う変更契約分）

債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 払 義 務 発 生 ( 見 込 ) 額 支 払 義 務 発 生 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 期 間

827,710
令和２年度～
令和４年度

316,540
令和５年度～
令和７年度

477,081 426,828 50,253宜野湾市上下水道事業包括業務
委託（下水道事業）

庁舎警備業務委託料（下水道事業） 13,267
令和２年度～
令和４年度 3,119

令和５年度～
令和７年度 5,346 5,346

大判複合機賃借料（下水道事業） 852
令和２年度～
令和４年度 274

令和５年度～
令和７年度 411 411

複合機賃借料（下水道事業） 1,255
令和２年度～
令和４年度 645 令和５年度 418 418

令和４年度
令和５年度～
令和７年度 8,644 8,644

会計システム賃借料（下水道事業）

12,429

8,644

2,4192,419 令和４年度
令和５年度～
令和６年度 2,419

92

庁舎清掃業務委託料（下水道事業）

電気保安業務委託料（下水道事業） 92

12,429
令和５年度～
令和７年度 12,429

92 令和４年度 令和５年度

130,000 9,000
宜野湾中継ポンプ場改築・ポンプ
増設工事委託料 334,000

令和５年度～
令和６年度 334,000 195,000
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(令
和

６
年

３
月

３
１

日
)

(単
位

：
円

)

資
産

の
部

固
　

定
　

資
　

産

(1
)

有
 形

 固
 定

 資
 産

イ
土

　
　

　
　

地
6
4
5,7

4
9,0

3
0

6
4
5,7

4
9,0

3
0

ロ
建

　
　

　
　

物
9
4
,4

5
3,0

1
4

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
8
,6

8
9,6

9
0

7
5
,7

6
3,3

2
4

ハ
構

　
築

　
物

2
1
,0

5
1,4

1
7,6

4
8

減
価

償
却

累
計

額
△

 4
,0

9
5,0

2
5,6

0
5

1
6
,9

5
6,3

9
2,0

4
3

ニ
機

械
及

び
装

置
4
8
5,6

2
4,9

2
6

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
8
1,4

8
7,6

8
0

3
0
4,1

3
7,2

4
6

ホ
車

両
運

搬
具

1
,7

9
8,8

7
4

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
,6

5
4,4

1
2

1
4
4,4

6
2

ヘ
工

具
器

具
及

び
備

品
7
,1

7
0,8

1
0

減
価

償
却

累
計

額
△

 6
,7

0
3,2

7
3

4
6
7,5

3
7

ト
建

設
仮

勘
定

0

有
 形

 固
 定

 資
 産

 合
 計

1
7
,9

8
2,6

5
3,6

4
2

(2
)

無
 形

 固
 定

 資
 産

イ
施

設
利

用
権

2
,4

7
3,5

8
5,3

9
1

無
 形

 固
 定

 資
 産

 合
 計

2
,4

7
3,5

8
5,3

9
1

(3
)

投
　

　
　

資

イ
出

資
金

5
,0

0
0,0

0
0

投
　

資
　

合
　

計
5
,0

0
0,0

0
0

固
 定

 資
 産

 合
 計

2
0
,4

6
1,2

3
9,0

3
3

流
　

動
　

資
　

産

(1
)

現
金

預
金

1
0
0,2

2
1,0

4
0

(2
)

未
収

金
1
5
0,2

7
8,4

1
3

貸
倒

引
当

金
△

 2
9
9,8

4
8

1
4
9,9

7
8,5

6
5

(3
)

そ
の

他
流

動
資

産
0

流
 動

 資
 産

 合
 計

2
5
0,1

9
9,6

0
5

資
 産

 合
 計

2
0
,7

1
1,4

3
8,6

3
8

12

令
和

５
年

度
  宜

野
湾

市
下

水
道

事
業

予
定

貸
借

対
照

表
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負
債

の
部

固
　

定
　

負
　

債

(1
)

企
　

業
　

債

イ
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

4
,7

8
3,2

2
6,8

4
9

ロ
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の
他

の
企

業
債

1
6
,0

0
1,9

9
8

企
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 債
 合

 計
4
,7

9
9,2

2
8,8

4
7

(2
)

引
　

当
　

金

イ
退

職
給

付
引

当
金

2
2
,2

3
9,2

9
4

引
 当

 金
 合

 計
2
2
,2

3
9,2
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4

固
 定

 負
 債

 合
 計

4
,8

2
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6
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1
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債
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良
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た
め

の
企

業
債

3
1
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金
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7
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0,0

0
0

(3
)

預
　

り
　

金
3
0
0,0

0
0

(4
)

引
　

当
　

金

イ
賞

与
引

当
金

6
,6

7
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0
0

ロ
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定
福
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引
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1
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1,0

0
0

引
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7
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0
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他
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債
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収
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 注
記

 
 

Ⅰ
．
重

要
な

会
計

方
針

 
 

 
１
 

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の
方

法
 

 
 

 
 

（
１

）
有

形
固

定
資

産
（
リ

ー
ス

資
産

を
除

く
。）

 
 

 
 
 

 
・

減
価

償
却

の
方

法
 
 

 
定

額
法

に
よ

る
。

 

 
 

 
 

 
・

主
な

耐
用

年
数

 

 
 

 
 

 
 

建
物

 
 

 
 

 
 
 

 
1
0
年

～
50

年
 

 
 

 
 

 
 

構
築

物
 

 
 

 
 
 

 
1
0
年

～
50

年
 

 
 

 
 

 
 

機
械

及
び

装
置

 
 
 

 
 
6
年

～
30

年
 

 
 

 
 

 
 

車
両

運
搬

具
 

 
 
 

 
 
4
年

～
 6

年
 

 
 

 
 

 
 

工
具

器
具

及
び

備
品
 

 
 
3
年

～
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年
 

（
２

）
無
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産
（
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ー
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除

く
。
）
 

 
・

減
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の
方
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定
額
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に

よ
る

。
 

 
・
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な
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用
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流
域

下
水

道
施

設
利

用
権

 
 
4
5
年
 

  
 

２
 

引
当

金
の

計
上

方
法

 
 

 
 
 

（
１

）
貸

倒
引

当
金

 
 

 
 
 

 
 

債
権

の
不

納
欠

損
に
よ

る
損

失
に

備
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た

め
、

貸
倒

実
績

率
等

に
よ

る
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
い

る
。 

 
 

 
 

（
２

）
退

職
給

付
引

当
金

 
 

 
 
 

 
 

職
員

の
退

職
手

当
の
支

給
に

備
え

る
た

め
、
当

年
度

末
に

お
け

る
退

職
手

当
の
要

支
給

額
に

相
当

す
る

金
額
の
う

ち
、
「

退
職

手
当

負
担

に
つ

い
て

の
協

定
書

」
に

基
づ

き
、

他
会

計
が

負
担

す
る

と
見

込
ま

れ
る

部
分

を
除

く
額

を

計
上

し
て

い
る

。
 

 
 

 
 

（
３

）
賞

与
引

当
金

 
 

 
 
 

 
 

職
員

の
期

末
手

当
の
支

給
に

備
え

る
た

め
、
当

年
度

末
に

お
け

る
支

給
見

込
額
に

基
づ

き
、
当
年

度
の

負
担
に
属

す
る

額
を

計
上

し
て

い
る

。
 

 
 

 
 

（
４

）
法

定
福

利
費

引
当
金

 
 

 
 
 

 
 

職
員

の
期

末
手

当
に
係

る
法

定
福

利
費

の
支

出
に
備

え
る

た
め

、
当

年
度

末
に
お

け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ
き
当

年
度

の
負

担
に

属
す

る
額

を
計

上
し
て

い
る

。
 

  
 

３
 

そ
の

他
会

計
に

関
す

る
書
類

の
作

成
の

た
め

の
基

本
と
な

る
重

要
な

事
項

 
 

 
 
 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税
の

会
計

処
理

 
 

 
 
 

 
消

費
税

及
び

地
方

消
費
税

の
会

計
処

理
は

税
抜

方
式
に

よ
っ

て
い

る
。
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Ⅱ
．

予
定

貸
借

対
照

表
等

に
関
す

る
注

記
 

 
１

 
企

業
債

の
償

還
に

係
る

他
会
計

の
負

担
 

 
 

予
定

貸
借

対
照

表
に

計
上

さ
れ
て

い
る

企
業

債
（
当
該

事
業
年

度
の

末
日

の
翌

日
か

ら
起
算

し
て

１
年

以
内

に
償

還
予

定
の

も
の

も
含

む
）

の
う

ち
、

他
会
計

が
負

担
す

る
と

見
込

ま
れ
る

額
は

、
8
1
1
,3
9
8
千

円
で
あ

る
。

 
 

Ⅲ
．

そ
の

他
の

注
記

 
１

 
引
当

金
の

取
崩

し
 

 
 

 
 

（
１

）
貸

倒
引

当
金

の
取
崩

し
 

 
 

 
 

 
 

令
和

５
年

度
に

お
い
て

、
債

権
の

不
納

欠
損

に
よ
る

損
失

が
発

生
し

た
た

め
、
貸

倒
引

当
金

1
64
,
0
00

円
を
取
り

崩
し

た
。

 
 

 
 
 

（
２

）
賞

与
引

当
金

の
取
崩

し
 

 
 

 
 

 
 

令
和

５
年

６
月

に
お
い

て
、
期
末

手
当

と
し

て
9,
5
8
9,
5
0
0
円

を
支

給
す

る
こ
と

と
な

っ
た

た
め

、
前

年
度
の
負

担
に

属
す

る
金
額

6
,
39
3
,
000

円
を
賞

与
引

当
金

か
ら

取
り

崩
し
た

。
 

 
 

 
 

（
３

）
法

定
福

利
費

引
当
金

の
取

崩
し

 
 

 
 
 

 
 

令
和

５
年

６
月

に
お
い

て
、
期
末

手
当

に
係

る
法
定

福
利

費
と

し
て

1,7
6
4
,
0
00

円
を

支
出

す
る

こ
と

と
な
っ

た

た
め

、
前

年
度

の
負

担
に

属
す

る
金
額

1,
1
7
6,
0
0
0
円

を
法

定
福
利

費
引

当
金

か
ら

取
り

崩
し
た

。
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（
単

位
 ：

 円
）

 （
１

）
  給

水
収

益
下

水
道

使
用

料
8
9
8
,5

4
6
,4

5
5

 （
２

）
  給

水
収

益
雨

水
処

理
負

担
金

1
1
4
,6

7
9
,0

0
0

 （
３

）
  給

水
収

益
そ

の
他

営
業

収
益

3
0
1
,0

0
0

1
,0

1
3
,5

2
6
,4

5
5

 （
１

）
  受

水
費

汚
水

管
渠

費
1
2
7
,2

7
7
,4

6
0

 （
２

）
  給

配
水

費
雨

水
管

渠
費

3
9
,9

0
7
,3

6
4

 （
３

）
  業

務
費

ポ
ン

プ
場

費
4
2
,1

2
0
,9

1
0

 （
４

）
  総

係
費

普
及

指
導

費
2
3
,6

7
1
,9

1
3

 （
５

）
  減

価
償

却
費

業
務

費
4
8
,7

8
3
,5

5
1

 （
６

）
  減

価
償

却
費

総
係

費
4
4
,5

2
3
,1

0
2

 （
７

）
  減

価
償

却
費

減
価

償
却

費
8
0
9
,0

8
7
,0

0
0

 （
８

）
  減

価
償

却
費

資
産

減
耗

費
9
,7

0
3
,0

0
0

 （
９

）
  減

価
償

却
費

流
域

下
水

道
維

持
管

理
負

担
金

4
9
2
,4

8
1
,8

1
9

1
,6

3
7
,5

5
6
,1

1
9

6
2
4
,0

2
9
,6

6
4

 （
１

）
  受

取
利

息
受

取
利

息
及

び
配

当
金

2
,0

0
0

 （
２

）
  一

般
会

計
補

助
金

他
会

計
負

担
金

5
4
,5

8
6
,0

0
0

 （
３

）
  一

般
会

計
補

助
金

補
助

金
2
2
,0

0
0
,0

0
0

 （
４

）
  一

般
会

計
補

助
金

長
期

前
受

金
戻

入
6
5
4
,7

3
9
,0

0
0

 （
５

）
  一

般
会

計
補

助
金

雑
収

入
1
0
9
,0

0
0

7
3
1
,4

3
6
,0

0
0

 （
１

）
  支

払
利

息
支

払
利

息
及

び
企

業
債

取
扱

諸
費

7
8
,6

8
8
,0

0
0

 （
２

）
  雑

支
出

雑
支

出
6
,2

5
4
,0

0
0

8
4
,9

4
2
,0

0
0

6
4
6
,4

9
4
,0

0
0

2
2
,4

6
4
,3

3
6

 （
１

）
  過

年
度

損
益

修
正

益
過

年
度

損
益

修
正

益
9
1
0

9
1
0

 （
１

）
  固

定
資

産
売

却
損

過
年

度
損

益
修

正
損

4
5
4
,5

4
7

4
5
4
,5

4
7

 （
１

）
  固

定
資

産
売

却
損

予
備

費
8
,0

0
0
,0

0
0

8
,0

0
0
,0

0
0

△
 8

,4
5
3
,6

3
7

1
4
,0

1
0
,6

9
9

5
9
6
,9

1
6

2
5
0
,0

0
0
,0

0
0

2
6
4
,6

0
7
,6

1
5

令
和

４
年

度
　

宜
野

湾
市

下
水

道
事

業
予

定
損

益
計

算
書

（
令

和
４

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
５

年
３

月
３

１
日

ま
で

）

３
営

業
外

収
益

４
営

業
外

費
用

経
常

利
益

１
営

業
収

益

２
営

業
費

用

営
業

損
失

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

５
特

別
利

益

６
特

別
損

失

７
予

備
費

-20-



(令
和

５
年

３
月

３
１

日
)

(単
位

：
円

)

資
産

の
部

固
　

定
　

資
　

産

(1
)

有
 形

 固
 定

 資
 産

イ
土

　
　

　
　

地
6
4
5
,0

1
2
,0

3
0

6
4
5
,0

1
2
,0

3
0

ロ
建

　
　

　
　

物
9
4
,4

5
4
,0

1
4

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
5
,4

7
5
,6

9
0

7
8
,9

7
8
,3

2
4

ハ
構

　
築

　
物

2
0
,3

0
3
,4

6
7
,7

3
5

減
価

償
却

累
計

額
△

 3
,3

8
6
,9

9
4
,6

0
5

1
6
,9

1
6
,4

7
3
,1

3
0

ニ
機

械
及

び
装

置
3
5
1
,0

7
6
,8

3
3

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
6
1
,1

5
2
,6

8
0

1
8
9
,9

2
4
,1

5
3

ホ
車

両
運

搬
具

1
,7

9
9
,8

7
4

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
,4

0
0
,4

1
2

3
9
9
,4

6
2

ヘ
工

具
器

具
及

び
備

品
7
,1

7
1
,8

1
0

減
価

償
却

累
計

額
△

 6
,6

8
3
,2

7
3

4
8
8
,5

3
7

ト
建

設
仮

勘
定

0

有
 形

 固
 定

 資
 産

 合
 計

1
7
,8

3
1
,2

7
5
,6

3
6

(2
)

無
 形

 固
 定

 資
 産

イ
施

設
利

用
権

2
,4

0
8
,0

0
3
,6

6
3

無
 形

 固
 定

 資
 産

 合
 計

2
,4

0
8
,0

0
3
,6

6
3

(3
)

投
　

　
　

資

イ
出

資
金

5
,0

0
0
,0

0
0

投
　

資
　

合
　

計
5
,0

0
0
,0

0
0

固
 定

 資
 産

 合
 計

2
0
,2

4
4
,2

7
9
,2

9
9

流
　

動
　

資
　

産

(1
)

現
金

預
金

2
8
1
,0

6
3
,0

7
8

(2
)

未
収

金
1
4
1
,2

1
3
,9

6
2

貸
倒

引
当

金
△

 6
2
4
,8

4
8

1
4
0
,5

8
9
,1

1
4

(3
)

そ
の

他
流

動
資

産
0

流
 動

 資
 産

 合
 計

4
2
1
,6

5
2
,1

9
2

資
 産

 合
 計

2
0
,6

6
5
,9

3
1
,4

9
1

12

令
和

４
年

度
  宜

野
湾

市
下

水
道

事
業

予
定

貸
借

対
照

表
-21-



負
債

の
部

固
　

定
　

負
　

債

(1
)

企
　

業
　

債

イ
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

4
,5

8
8
,4

2
4
,8

4
9

ロ
そ

の
他

の
企

業
債

2
4
,2

4
0
,9

9
8

企
 業

 債
 合

 計
4
,6

1
2
,6

6
5
,8

4
7

(2
)

引
　

当
　

金

イ
退

職
給

付
引

当
金

1
7
,0

9
2
,2

9
4

引
 当

 金
 合

 計
1
7
,0

9
2
,2

9
4

固
 定

 負
 債

 合
 計

4
,6

2
9
,7

5
8
,1

4
1

流
　

動
　

負
　

債

(1
)

企
　

業
　

債

イ
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

3
3
4
,8

8
4
,3

1
8

ロ
そ

の
他

の
企

業
債

8
,2

3
8
,4

4
4

企
 業

 債
 合

 計
3
4
3
,1

2
2
,7

6
2

(2
)

未
　

払
　

金
3
7
,0

0
0
,0

0
0

(3
)

預
　

り
　

金
3
0
0
,0

0
0

(4
)

引
　

当
　

金

イ
賞

与
引

当
金

6
,3

9
3
,0

0
0

ロ
法

定
福

利
費

引
当

金
1
,1

7
6
,0

0
0

引
 当

 金
 合

 計
7
,5

6
9
,0

0
0

(5
)

そ
の

他
流

動
負

債
0

流
 動

 負
 債

 合
 計

3
8
7
,9

9
1
,7

6
2

繰
　

延
　

収
　

益

(1
)

長
期

前
受

金
1
6
,8

7
4
,2

4
1
,3

0
9

(2
)

収
益

化
累

計
額

△
 3

,1
3
7
,2

0
6
,6

8
7

繰
 延

 収
 益

 合
 計

1
3
,7

3
7
,0

3
4
,6

2
2

負
 債

 合
 計

1
8
,7

5
4
,7

8
4
,5

2
5

資
本

の
部

資
　

本
　

金

(1
)

資
本

金

イ
固

有
資

本
金

6
2
4
,0

0
3
,9

5
1

ロ
組

入
資

本
金

2
5
0
,0

0
0
,0

0
0

資
 本

 金
 合

 計
8
7
4
,0

0
3
,9

5
1

8
7
4
,0

0
3
,9

5
1

剰
　

余
　

金

(1
)

資
本

剰
余

金

イ
国

庫
補

助
金

2
1
9
,1

9
2
,6

2
9

ロ
受

贈
財

産
評

価
額

4
,7

3
1
,3

6
0

ハ
他

会
計

補
助

金
2
8
8
,7

2
6
,4

1
1

ニ
他

会
計

負
担

金
9
,8

8
5
,0

0
0

資
 本

 剰
 余

 金
 合

 計
5
2
2
,5

3
5
,4

0
0

(2
)

利
益

剰
余

金

イ
減

債
積

立
金

2
5
0
,0

0
0
,0

0
0

ロ
建

設
改

良
積

立
金

0

ハ
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

2
6
4
,6

0
7
,6

1
5

利
 益

 剰
 余

 金
 合

 計
 

5
1
4
,6

0
7
,6

1
5

剰
　

余
　

金
　

合
　

計
1
,0

3
7
,1

4
3
,0

1
5

資
　

本
　

合
　

計
1
,9

1
1
,1

4
6
,9

6
6

負
　

債
　

資
　

本
　

合
　

計
2
0
,6

6
5
,9

3
1
,4

9
1

7 3456
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注
記

 
 

Ⅰ
．
重

要
な

会
計

方
針

 
 

 
１
 

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の
方

法
 

 
 

 
 

（
１

）
有

形
固

定
資

産
（
リ

ー
ス

資
産

を
除

く
。）

 
 

 
 
 

 
・

減
価

償
却

の
方

法
 
 

 
定

額
法

に
よ

る
。

 

 
 

 
 

 
・

主
な

耐
用

年
数

 

 
 

 
 

 
 

建
物

 
 

 
 

 
 
 

 
1
0
年

～
50

年
 

 
 

 
 

 
 

構
築

物
 

 
 

 
 
 

 
1
0
年

～
50

年
 

 
 

 
 

 
 

機
械

及
び

装
置

 
 
 

 
 
6
年

～
30

年
 

 
 

 
 

 
 

車
両

運
搬

具
 

 
 
 

 
 
4
年

～
 6

年
 

 
 

 
 

 
 

工
具

器
具

及
び

備
品
 

 
 
3
年

～
15

年
 

（
２

）
無

形
固

定
資

産
（

リ
ー

ス
資
産

を
除

く
。
）
 

 
・

減
価

償
却

の
方

法
 

 
 

 
定
額

法
に

よ
る

。
 

 
・
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Ⅱ
．

予
定

貸
借

対
照

表
等

に
関
す

る
注

記
 

 
１

 
企

業
債

の
償

還
に

係
る

他
会
計

の
負

担
 

 
 

予
定

貸
借
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0
00
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３．予算に関する参考資料



（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 下水道 事業 収益 1,874,535

1 営 業 収 益 1,105,627

1 下 水 道 使 用 料 970,226

下 水 道 使 用 料 970,226 下水道使用料収入

2 雨 水 処 理 負 担 金 135,110

3 そ の 他 営 業 収 益 291

手 数 料 291 指定工事店登録手数料等

2 営 業 外 収 益 768,746

1 受取利息及び配当金 1

預 金 利 息 1 定期預金利息

2 他 会 計 負 担 金 57,434

3 補 助 金 30,136

国 庫 補 助 金 4,068 事業計画変更業務

県 補 助 金 26,068
公共下水道接続促進事業補助金、事業計
画変更業務等

4 消費税及び地方消費税 38,470

還 付 金 消費税及び地方消費税

還 付 金

5 長 期 前 受 金 戻 入 642,679

受 贈 財 産 評 価 額

長 期 前 受 金 戻 入

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

6 雑 収 益 26

そ の 他 雑 収 益 26 延滞金等

国庫補助金による減価償却費見合分戻入

他会計補助金による減価償却費見合分戻
入

他会計負担金による減価償却費見合分戻
入

県補助金による減価償却費見合分戻入

32,296

収益的収入

収益的収入及び支出

57,434
地方公営企業繰出基準に基づく一般会計
負担金

60,539
受贈財産評価額による減価償却費見合分
戻入

　令和５年度　宜野湾市下水道事業会計予算実施計画明細書　

雨 水 処 理 負 担 金

21,346

183,484

345,014

38,470

他 会 計 負 担 金

135,110
雨水処理に要する経費に対する一般会計
負担金

消費税及び地方消費税還付金
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

3 特 別 利 益 162

1 過 年 度 損 益 修 正 益 1

過 年 度 損 益 修 正 益 1

2 そ の 他 特 別 利 益 161

そ の 他 特 別 利 益 161 貸倒引当金戻入
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収益的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 下水道 事業 費用 1,819,376

1 営 業 費 用 1,739,029

1 汚 水 管 渠 費 132,390

給 料 11,760 下水道施設課職員給料

手 当 7,369 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 4,296 共済組合、互助会等負担金

備 消 耗 品 費 344 事務用及び作業用消耗品費

燃 料 費 199 車両燃料費

通 信 運 搬 費 300 電話料金

手 数 料 173 車検手数料、ガス検知器点検手数料

使 用 料 269 軍用地共同使用料等

修 繕 費 94 車両等の修繕費

負 担 金 40 職員研修等の参加費

保 険 料 86 車両保険

公 課 費 67 車両重量税

2 雨 水 管 渠 費 63,281

使 用 料 31 軍用地共同使用料

3 ポ ン プ 場 費 54,805

修 繕 費 8,192 ポンプ場にかかる修繕費

委 託 料

委 託 料 46,613
上下水道事業包括業務委託、ポンプ場管
理業務委託

委 託 料

63,250 上下水道事業包括業務委託等

107,393
上下水道事業包括業務委託、ストックマ
ネジメント計画に基づく点検調査業務委
託（管路施設）等
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

4 普 及 指 導 費 25,390

備 消 耗 品 費 12 排水設備検査道具等

印 刷 製 本 費 1

通 信 運 搬 費 15 貸付金督促等の郵送料

委 託 料 3,340 上下水道事業包括業務委託

負 担 金 75 水洗便所改造等資金貸付金利子補給金

補 助 金 20,000 公共下水道接続促進事業補助金

行 事 費 1,947 「下水道の日」等の行事費

5 業 務 費 53,921

給 料 11,761 業務サービス課職員給料

手 当 6,944 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 4,147 共済組合、互助会等負担金

備 消 耗 品 費 47 事務用消耗品等

燃 料 費 40 車両燃料費

通 信 運 搬 費 21 汚水量報告等の郵送料

手 数 料 4,480 使用料徴収事務手数料、車検手数料

修 繕 費 41 車両等の修繕

保 険 料 26 車両保険

公 課 費 7 車両重量税

6 総 係 費 53,630

給 料 7,111
局長・次長の下水道事業負担分、総務企
画課職員の給料

手 当 等 9,868 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 2,030 共済組合、互助会等負担金

委 託 料
上下水道事業包括業務委託、水質検査業
務委託、瑞慶覽基地維持管理委託等

26,407
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

旅 費 411 研修等の旅費、会計年度任用職員交通費

退 職 給 付 費 5,147 退職給付引当金

報 酬 4,517 会計年度任用職員報酬

被 服 費 168 職員の作業服等

備 消 耗 品 費 601 事務用消耗品、法規追録等

光 熱 水 費 1,369 庁舎電気料金等

印 刷 製 本 費 375 決算書、統計年報等

通 信 運 搬 費 338 郵便料金、電話料金

委 託 料 10,460
経営戦略見直し策定業務委託、庁舎警
備、清掃、会計支援業務等

手 数 料 587 消防設備点検料、振込手数料等

使 用 料 13 ＮＨＫ受信料

賃 借 料 9,572 複写機、庁舎賃借料等

修 繕 費 145 庁舎修繕費等

厚 生 費 72 職場検診費

負 担 金 684 下水道協会等関係団体負担金等

保 険 料 160 下水道賠償責任保険等

繰 出 金 1

貸 倒 損 失 1

7 減 価 償 却 費 813,995

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

8 資 産 減 耗 費 5

固 定 資 産 除 却 費 5 固定資産の除却費

9 流 域 下 水 道 541,612

維 持 管 理 負 担 金 流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

541,612 汚水処理負担金

82,141

731,854

無形固定資産等の減価償却費

有形固定資産等の減価償却費
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

2 営 業 外 費 用 71,847

1 支払利息及び企業債 71,845

取 扱 諸 費 企 業 債 利 息 68,002 企業債利息

借 入 金 利 息 3,843 起債前借利息

2 消費税及び地方消費税 1

消費税及び地方消費税 1

3 雑 支 出 1

そ の 他 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 500

1 過 年 度 損 益 修 正 損 500

過 年 度 損 益 修 正 損 500 漏水等使用料減免等

4 予 備 費 8,000

1 予 備 費 8,000

予 備 費 8,000
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 資 本 的 収 入 1,070,275

1 企 業 債 511,800

1 企 業 債 511,800

汚 水 事 業 債 197,900 汚水管渠整備等に係る企業債

雨 水 事 業 債 152,300 雨水管渠整備に係る企業債

流 域 下 水 道 事 業
建 設 負 担 金 債

161,600 流域下水道事業建設負担金に係る企業債

2 補 助 金 525,426

1 国 庫 補 助 金 228,564

国 庫 補 助 金 228,564 雨水管渠整備等に係る補助金

2 県 補 助 金 296,862

県 補 助 金 296,862 汚水管渠整備等に係る補助金

3 負担金及び分担金 33,049

1 他 会 計 負 担 金 33,049

資本的収入

資本的収入及び支出

他 会 計 負 担 金 33,049
地方公営企業繰出基準に基づく一般会計
負担金
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資本的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 資 本 的 支 出 1,473,678

1 建 設 改 良 費 1,130,552

1 汚 水 管 渠 築 造 費 397,233

手 当 5,006 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 2,642 共済組合、互助会等負担金

委 託 料 123,277 補助事業

・上原汚水枝線磁気探査業務委託

・宜野湾第1汚水幹線実施設計業務委託

・真栄原汚水枝線実施設計業務委託

・真志喜汚水枝線実施設計業務委託

・普天間他汚水枝線実施設計業務委託

・愛知他汚水枝線実施設計業務委託

・人孔蓋改築実施設計業務委託

単独事業

・修正設計業務委託（4件）

工 事 請 負 費 258,803 補助事業

・西普天間住宅地区汚水幹線・枝線工事

・上原汚水枝線工事

・宜野湾汚水枝線工事

単独事業

・宜野湾11号舗装復旧工事

・付帯工事（4件）

2 雨 水 管 渠 築 造 費 422,820

手 当 6,708 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 3,510 共済組合、互助会等負担金

7,505
建設改良に係る下水道施設課汚水事業担
当職員給料

給 料

給 料

9,861
建設改良に係る下水道施設課雨水事業担
当職員給料
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

委 託 料 42,832 補助事業

・真栄原雨水支線磁気探査業務委託

・雨水管渠工事現場技術業務委託

単独事業

・修正設計業務委託（5件）

・雨水管渠工事現場技術委託

・雨水排水路管設計業務委託

・分筆測量及び登記業務委託

手 数 料 252 不動産鑑定手数料

工 事 請 負 費 359,560 補助事業

・西普天間住宅地区雨水支線工事

・真栄原雨水支線工事

・大山第1雨水幹線改築工事

単独事業

・付帯工事（5件）

・雨水排水路管布設工事

用 地 購 入 費 97 ・野嵩二丁目地内用地購入

3 ポ ン プ 場 築 造 費 144,861

委 託 料 130,390 補助事業

・宜野湾中継ポンプ場改築工事委託に

関する協定

・宜野湾中継ポンプ場ポンプ増設工事

委託に関する協定

単独事業

・修正設計業務委託（3件）

工 事 請 負 費 14,471 単独事業

・付帯工事（3件）

・我如古中継ポンプ場外構補修工事

4 流域下水道建設負担金 162,495

流域下水道建設負担金 162,495 流域下水道事業に対する負担金

5 営 業 設 備 費 3,143

機 械 装 置 購 入 費 3,143 汚水ポンプ購入費

2 企 業 債 償 還 金 343,126

1 企 業 債 償 還 金 343,126

下水道事業債償還金 235,738 下水道事業債の元金年割償還金

99,149

8,239

流 域 下 水 道 事 業 債
償 還 金

流域下水道事業債の元金年割償還金

公営企業適用債等の元金年割償還金
そ の 他 企 業 債
償 還 金

-33-




